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証券コード７６１４

2019年４月10日

株 主 各 位
東 京 都 港 区 芝 大 門 ２ 丁 目 ４ 番 ７ 号

代表取締役社長 大 越 　 勤

第60期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第60期定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年４月24日（水曜日）午
後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2019年４月25日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区芝公園１丁目５番10号

芝パークホテル別館　２階　ローズの間
（末尾の会場ご案内略図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報告事項１.

　　　　２.

第60期（2018年２月１日から2019年１月31日まで）事業報告、
連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件
第60期（2018年２月１日から2019年１月31日まで）計算書類
報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 監査役１名選任の件
第３号議案 補欠監査役２名選任の件

　以　上

○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
○株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた
場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.om2.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（ 2018年２月１日から
2019年１月31日まで ）

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、緩やかな回復基調が続き、政

府による各種経済政策や金融政策を背景に企業収益の回復や雇用、所得

環境の改善が見られました。一方で、英国のＥＵ離脱問題や米中の貿易

摩擦が世界経済に与える影響への懸念などから、先行きは不透明な状況

が続いております。

当社グループの属する食品小売業界におきましても、年間を通じ比較

的安定した消費水準で推移したものの、根強い消費者の節約・低価格志

向を背景とした企業間の競争激化、人件費や物流費の上昇によるコスト

アップの影響により厳しい経営環境にありました。

②　当社グループの経営成績の概況

このような中で当社グループは、売上高増大のための販売促進活動に全

社一丸となって取り組むとともに、お客様満足度の向上や安心・安全な商

品を提供できる体制強化、期限や表示を含めた品質管理の徹底などの諸施

策の実施に努めてまいりました。小売部門においては、惣菜部門と精肉部

門の組織を統合し、スケールメリットを生かすとともに、よりスピードを

上げた運営を進めることとしました。それに加え、既存店活性化や不採算

店の閉鎖を実施しつつ、新規ディベロッパーへの出店や、新業態店舗への

取り組みを進めてまいりました。また、さらなる競争力向上のための人材

開発等施策にも取り組み、より専門知識を持った従業員育成のための肉の

マイスター制度の定着化、パート・アルバイトスタッフの教育制度の充

実、作業オペレーションの改善等を実施しております。また各種イベント

に沿った提案型の販売は、全店が参加の上、情報を相互に共有し、より効

果的な提案の実現を図ってまいりました。

外食部門にあっては焼肉・しゃぶしゃぶチェーン事業とステーキレスト

ランチェーン事業の共同での新規大型出店を果たしました。また、メニュ

ー及び料金の改定や店舗リニューアル等、競争力向上のための施策を実施

するとともに、焼肉・しゃぶしゃぶチェーン事業では不採算店の閉鎖も実

施しております。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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ⅰ）当社グループの状況

　当社グループにおいては、上記の環境下、当連結会計年度における売上

高は304億13百万円（前連結会計年度比2.1％減）、営業利益は13億24百万

円（同5.2％減）、経常利益は持分法による投資利益が前連結会計年度比で

大きく減少した影響もあり13億94百万円（同19.7％減）、親会社株主に帰

属する当期純利益は7億89百万円（同25.6％減）となりました。

ⅱ）当社の状況

純粋持株会社として子会社３社（食肉等の小売業１社、外食業２社）の

事業を統括し、主な収益源を子会社からの配当金及びグループ運営収入と

する当社の当期売上高は８億12百万円(前事業年度比3.9％減）、営業利益

は５億55百万円（同5.0％減）、経常利益は５億67百万円（同4.3％減）、

当期純利益は４億60百万円（同13.9％減）となっております。

　事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。

ⅰ）食肉等の小売業セグメント

　当連結会計年度中の開店は10店、閉店は８店であり、その結果、当連結

会計年度末の店舗数は154店になりました。内訳は食肉小売店舗126店、惣

菜小売店舗28店であります。当セグメントを取り巻く環境は上記記載の

通りで、既存店活性化、新店開発、人材開発、提案型の販売等の諸施策に

取り組んだものの、新店の立ち上げやコストアップ要因の影響の結果、売

上高は221億53百万円（前連結会計年度比4.2％減）、営業利益は12億42百

万円（同3.0％減）となりました。

ⅱ）外食業セグメント

　当連結会計年度中において、ステーキレストランをチェーン展開する㈱

オーエムツーダイニングは開店が１店、焼肉・しゃぶしゃぶ店をチェーン

展開する㈱焼肉の牛太は開店は１店、閉店は５店であり、当連結会計年度

末の店舗数は50店になりました。売上高は、㈱オーエムツーダイニング、

㈱焼肉の牛太ともに共同による新規大型出店店舗が全体を牽引したこと

により82億59百万円（前連結会計年度比3.7％増）となりました。営業利

益については、原価率上昇や、新店の立ち上げによる経費の影響をうけた

こと等から３億56百万円（同12.3％減）となりました。
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当事業年度の事業の状況
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③　設備投資の状況

ⅰ）当社グループの状況

　当連結会計年度中において実施した当社グループの設備投資の総額は

８億65百万円となっております。その主なものは食肉等の小売業及び外

食業における新店舗開設等であります。

ⅱ）当社の状況

特記すべき事項はありません。

④　資金調達の状況

ⅰ）当社グループの状況

特記すべき事項はありません。

ⅱ）当社の状況

特記すべき事項はありません。

⑤　重要な組織再編等の状況

　特記すべき事項はありません。

－ 4 －

当事業年度の事業の状況
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(2) 財産及び損益の状況の推移

①当社グループの財産及び損益の状況の推移

区　　　分
第 57 期 第 58 期 第 59 期

第 60 期
当連結会計年度

2016年１月期 2017年１月期 2018年１月期 2019年１月期

売 上 高 千円 37,906,747 31,650,446 31,075,440 30,413,285

経 常 利 益 千円 2,042,509 1,917,333 1,736,004 1,394,800

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

千円 1,121,842 1,158,471 1,061,665 789,852

１株当たり当期純利益 円 164.59 169.96 156.00 116.99

純 資 産 額 千円 9,931,923 11,309,786 12,166,080 12,802,957

総 資 産 額 千円 15,950,289 15,171,475 15,608,944 16,073,611

（注)　１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数（自己株式数を控除した株式数）に基づ

き算出しております。

②当社の財産及び損益の状況の推移

区　　　分
第 57 期 第 58 期 第 59 期

第 60 期
当事業年度

2016年１月期 2017年１月期 2018年１月期 2019年１月期

売 上 高 千円 788,773 850,645 845,742 812,860

経 常 利 益 千円 513,380 588,385 593,029 567,603

当 期 純 利 益 千円 373,578 480,794 534,745 460,489

１株当たり当期純利益 円 54.81 70.54 78.58 68.21

純 資 産 額 千円 7,350,990 7,685,485 7,966,945 8,259,963

総 資 産 額 千円 7,564,231 7,789,647 8,065,780 8,371,553

（注)　１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数（自己株式数を控除した株式数）に基づ

き算出しております。

－ 5 －
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

会 社 名 資 本 金 親会社の議決権比率 主要な事業内容

エ ス フ ー ズ 株 式 会 社 4,298,354千円 53.1％ 食肉等の製造・卸売業

（注）子会社は親会社との間で商品の販売・仕入等の取引があります。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社オーエムツーミート 13,000千円 100.0％ 食肉等の小売業

株 式 会 社 焼 肉 の 牛 太 312,000千円 100.0％ 外 食 業

株式会社オーエムツーダイニング 10,000千円 100.0％ 外 食 業

③　特定完全子会社に関する事項

名 称 住 所
株式の帳簿価額の
合 計 額

当社の総資産額

株式会社オーエムツーミート
東京都港区芝
大 門 2 - 4 - 7

1,919,846千円
8,371,553千円

株 式 会 社 焼 肉 の 牛 太
兵庫県姫路市
楠 町 1 1 3

2,502,100千円

(4) 対処すべき課題

当社グループは食肉小売店をテナントとして展開する事業を中核と位置付け、
日本一の食肉小売店グループを実現することを目標に、たゆまざる変革を推進
してまいります。また、食肉関連専門会社としての基盤強化のため食肉に関連
したビジネスの多角化も検討を続けてまいります。
当社グループの目標は、いたずらに売上規模ナンバーワンを目指すことでは

なく、食肉専門会社として、質的に他社と差別化された商品・サービスを 高
の競争力をもって提供することにより、お客様からナンバーワンの支持をいた
だくことにあります。

当社グループはこの目標実現のため、以下の施策に取り組んでまいります。
○食の安心・安全への取り組み
○川上（食肉卸売業者、総合商社）との連携強化
○ローコストオペレーションの追求
○新たなる食肉関連ビジネス、店舗展開への挑戦
○店舗運営の強化
○リニューアルの強化
○人材の育成と店舗運営をサポートするＩＴ技術の活用

－ 6 －

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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(5) 企業集団の主要な事業セグメント（2019年１月31日現在）

事業の種類別セグメント 主な事業内容

食 肉 等 の 小 売 業
食肉、食肉加工品等の小売業
惣菜小売業

外 食 業
焼肉レストラン経営
ステーキレストラン経営

(6) 企業集団の主要拠点等（2019年１月31日現在）

当 社 本社：東京都港区

株式会社オーエムツーミート
本社：東京都港区
店舗：東京都江東区他154店舗

株 式 会 社 焼 肉 の 牛 太
本社：兵庫県姫路市
店舗：兵庫県姫路市他40店舗

株式会社オーエムツーダイニング
本社：東京都港区
店舗：東京都港区他10店舗

(7) 使用人の状況（2019年１月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

種 類 別 セ グ メ ン ト 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

食肉等の小売業 396 （262）名 △17（△18）名

外食業 116 （451）名 △6 （△7）名

全社（共通） 11 （2）名 2 （△1）名

合計 523 （715）名 △21（△26）名

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。

－ 7 －

企業集団の主要な事業内容、企業集団の主要拠点等、使用人の状況
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②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

11（2）名 2（△1）名 40.4歳 10.2年

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2019年１月31日現在）

①当社グループの主要な借入先の状況

　該当事項はありません。

②当社の主要な借入先の状況

　該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 8 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２.会社の現況

（1)株式の状況（2019年１月31日現在）

　①　発行可能株式総数 17,280,000株

　②　発行済株式の総数 7,335,634株

　③　株主数 2,095名

　④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

エ ス フ ー ズ 株 式 会 社 3,584千株 53.1％

オーエムツーネットワーク取引先持株会 426千株 6.3％

BBH　FOR　FIDELITY　PURITAN　TR：
F I D E L I T Y 　 S R 　 I N T R I N S I C 　
O P P O R T U N I T I E S 　 F U N D

220千株 3.3％

株 式 会 社 ク オ リ テ ィ ー 170千株 2.5％

丸 本 昌 男 163千株 2.4％

STATE　STREET　BANK　AND　TRUST　
C L I E N T 　 O M N I B U S

90千株 1.3％

日 本 ハ ム 株 式 会 社 89千株 1.3％

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社

88千株 1.3％

ハ ン ナ ン 株 式 会 社 72千株 1.1％

伊 藤 ハ ム 株 式 会 社 72千株 1.1％

（注）１.当社は自己株式を584千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２.持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（2)新株予約権等の状況

　　該当事項はありません。

－ 9 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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(3)会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2019年１月31日現在）

氏 名 会社における地位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

大 越 　 勤 代 表 取 締 役 社 長 株式会社ｵｰｴﾑﾂｰﾐｰﾄ代表取締役社長

生 田 英 明 取 締 役 株式会社ｵｰｴﾑﾂｰﾐｰﾄ取締役副社長

児 玉 光 二 取 締 役 株式会社ｵｰｴﾑﾂｰﾐｰﾄ取締役副社長

澄 川 新 一 取 締 役 管 理 部 長

堀 　 友 幸 常 勤 監 査 役

森 　 本 　 宏 一 郎 監 査 役 弁 護 士

安 岡 信 幸 監 査 役
エ ス フ ー ズ 株 式 会 社
参 与

富 沢 　 進 監 査 役

（注）１．監査役森本宏一郎氏及び監査役富沢進氏は社外監査役であります。

２．監査役安岡信幸氏は、親会社であるエスフーズ株式会社の参与であり、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。

３．当社は、監査役森本宏一郎氏及び富沢進氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。

②　事業年度中に退任した取締役及び監査役

　該当事項はありません。

③　責任限定契約の内容の概要

　当社と各監査役は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害

賠償責任の限度額は法令が定める限度額とするものです。なお、当該責任限度

額が認められるのは、当該監査役が責任の原因となった職務の遂行については

善意かつ重大な過失がないときに限られます。

－ 10 －
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④　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

2
(－)

名 30
(－)

百万円

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4
(2)

11
(6)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

6
(2)

41
(6)

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、1994年５月26日開催の第35期定時株主総会において年額900百

万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．取締役の員数は４名ですが、無支給者が２名いるため支給員数と相違しております。

４．監査役の報酬限度額は、1994年５月26日開催の第35期定時株主総会において年額100百

万円以内と決議いただいております。

５．上記の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額２百万円（取締役２名、監査役１名

分）。

⑤　社外役員に関する事項

当事業年度における主な活動状況

監査役　森本宏一郎

当事業年度に開催された取締役会全13回のうち12回に、監査役会は、全

５回のうち４回に出席いたしました。

弁護士としての専門的見地から、取締役会において特にコンプライアン

スの観点から取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発

言を行っております。また監査役会においては、主にコンプライアンス

の観点から適宜、必要な発言を行っております。

監査役　富沢進

当事業年度に開催された取締役会全13回の全てに、監査役会は、全５回

の全てに出席いたしました。

親会社の専務取締役経営管理本部長を経験しており、経営全般の適切な

アドバイスを得ております。

－ 11 －

会社役員の状況



2019/03/28 11:25:53 / 18477956_株式会社オーエムツーネットワーク_招集通知

(4)会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

支払額

・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,500千円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
　その他の財産上の利益の合計額

23,500千円

（注) １.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で

きませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を

記載しております。

２.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見

積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会

計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不

再任に関する議案の内容を決定いたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に

該当すると認められる場合は、監査役会が監査役全員の同意に基づき、

会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役

は、解任後 初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任

した旨と解任の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

－ 12 －

会計監査人の状況



2019/03/28 11:25:53 / 18477956_株式会社オーエムツーネットワーク_招集通知

(5)業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ. 取締役は「取締役会規程」その他の関連規則に基づき、取締役会において当社グループ

の重要事項について意思決定を行うと共に、相互にその職務執行の監視・監督にあた

る。監査役は取締役会その他の重要な会議への出席等を通して取締役の職務執行につ

いて監査を行う。

ロ. コンプライアンス推進体制の整備を図ると共に、コンプライアンスマニュアル等を利用

し、役職員に対する啓蒙活動を継続する。

ハ. 内部監査室による内部監査を定期的に実施する。

ニ. 公益通報者保護規程の適正な運用等を通して法令遵守その他の面で疑義のある行為の

把握及び是正措置を確実に実施する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会議事録、各種重要な決定事項の稟議に係る文書の作成・保存を徹底し、閲覧可能

な状態を維持する。また、規程等により当該文書の保存年限を規定する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社グループの事業活動に伴う重大なリスクの顕在化を防ぎ、万一リスクが顕在化した場

合の損失を 小限に留めるためのリスク管理システムを整備しその適切な管理・運用にあ

たる。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ. 取締役会等において、当社グループの経営方針及び経営戦略を決定すると共に、年度予

算等の経営目標の決定及び進捗状況の監視を行う。

ロ. 各部署の権限及び責任を定め、会社の決定事項に基づく施策を効率的かつ適正に行う。

⑤　当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

イ. 定期的にグループ各社からの報告の機会を設け、グループ各社の業務執行状況の把握に

努める。

ロ. 定期的にグループ各社の内部監査を実施する。

ハ. コンプライアンス、リスク管理等の基本方針を当社グループにおいて共有する。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項

必要に応じて監査役の業務補助のための使用人を配置する。

⑦　前号の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性確保

に関する事項

配置された使用人は、その補助業務に関しては監査役の指示命令に服する。人事異動、処

遇の変更については監査役会の同意を要するものとする。

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体

制について

イ. 監査役の職務の効果的な遂行のため、取締役及び従業員は、会社経営及び事業運営上の

重要事項並びに業務遂行の状況及び結果について監査役に報告する。この重要事項に

はコンプライアンスに関する事項及びリスクに関する事項その他内部統制に関する事

項を含む。
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ロ. 取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は直ちに監査役

会に報告する。

ハ. 監査役への報告は、誠実に洩れなく行うことを基本とし、定期的な報告に加えて、必要

の都度遅滞なく行う。

⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係わる方針に関する事項

監査役がその職務の執行につき、費用の前払等を請求したときは、請求に係る費用又は債

務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当該費用

又は債務を処理する。

⑩　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ. 取締役会以外においても経営上の重要事項、リスクに関する重要事項等に関し適時に報

告する。

ロ. 監査役と取締役、内部監査室、会計監査人との連携を行う。

⑪　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

イ. 取締役の職務の執行について

取締役会規程や社内規程を制定し、取締役が法令並びに定款に則って行動するよう徹底

しております。当事業年度において取締役会を13回開催しております。

ロ. 監査役の職務の執行について

社外監査役を含む監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を実施する

と共に、取締役会への出席や代表取締役、会計監査人並びに内部監査室との間で定期的

に情報交換等を行うことで、取締役の職務執行の監査、内部統制の整備並びに運用状況

を確認しております。

ハ. 内部監査の実施について

当社及びグループ各社において、内部監査基本計画に基づき、内部監査を実施しており

ます。

ニ. 財務報告に係る内部統制について

内部統制に関する基本計画に基づき内部統制評価を実施しております。

(6)会社の支配に関する基本方針

特に定めておりませんので記載すべき事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2019年１月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

テ ナ ン ト 未 収 入 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

減 損 損 失 累 計 額

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

10,122,596

7,672,750

339,911

1,323,544

368,281

44,009

58,151

203,979

114,539

△2,571

5,951,015

2,504,917

1,877,681

148,275

527,407

465,083

△513,531

109,508

3,336,590

1,947,378

67,031

76,552

122,038

1,101,147

36,300

△13,857

流 動 負 債 2,825,471

買 掛 金 1,659,870

未 払 金 321,248

未 払 法 人 税 等 229,683

賞 与 引 当 金 70,538

そ の 他 544,130

固 定 負 債 445,183

退職給付に係る負債 36,545

役員退職慰労引当金 62,537

資 産 除 去 債 務 266,064

そ の 他 80,035

負 債 合 計 3,270,654

純 資 産 の 部

株 主 資 本 12,645,360

資 本 金 466,700

資 本 剰 余 金 1,391,999

利 益 剰 余 金 11,363,360

自 己 株 式 △576,698

その他の包括利益累計額 157,596

その他有価証券評価差額金 137,153

退職給付に係る調整累計額 20,443

純 資 産 合 計 12,802,957

資 産 合 計 16,073,611 負 債 ・ 純 資 産 合 計 16,073,611

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。

－ 15 －

連結貸借対照表



2019/03/28 11:25:53 / 18477956_株式会社オーエムツーネットワーク_招集通知

連 結 損 益 計 算 書

（ 2018年２月１日から
2019年１月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 30,413,285

売 上 原 価 18,175,709

売 上 総 利 益 12,237,575

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,912,847

営 業 利 益 1,324,728

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,047

受 取 配 当 金 1,599

家 賃 収 入 20,321

協 賛 金 収 入 29,828

受 取 手 数 料 6,880

そ の 他 22,604 82,281

営 業 外 費 用

支 払 利 息 33

不 動 産 賃 貸 原 価 6,862

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 5,052

そ の 他 261 12,209

経 常 利 益 1,394,800

特 別 利 益

有 形 固 定 資 産 売 却 益 3,644

補 助 金 収 入 13,145

店 舗 売 却 益 6,742 23,532

特 別 損 失

有 形 固 定 資 産 除 却 損 20,410

店 舗 閉 鎖 損 失 14,783

減 損 損 失 88,662

固 定 資 産 圧 縮 損 9,048 132,904

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,285,428

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 482,441

法 人 税 等 調 整 額 13,134 495,576

当 期 純 利 益 789,852

親会社株主に帰属する当期純利益 789,852

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2018年２月１日から
2019年１月31日まで ）

（単位：千円）

株　　　　主　　　資　　　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2018年２月１日　期首残高 466,700 1,391,999 10,735,536 △576,698 12,017,536

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △162,028 △162,028

親会社株主に帰属する当期
純利益

789,852 789,852

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 627,823 － 627,823

2019年１月31日　期末残高 466,700 1,391,999 11,363,360 △576,698 12,645,360

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

2018年２月１日　期首残高 138,344 10,198 148,543 12,166,080

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △162,028

親会社株主に帰属する当期
純利益

789,852

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

△1,191 10,244 9,052 9,052

連結会計年度中の変動額合計 △1,191 10,244 9,052 636,876

2019年１月31日　期末残高 137,153 20,443 157,596 12,802,957

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　３社

・連結子会社の名称　　　　　　　株式会社オーエムツーミート

株式会社焼肉の牛太

株式会社オーエムツーダイニング

主要な非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　２社

・会社等の名称　　　　　　　　　株式会社フードリエ

株式会社エスオー

 持分法を適用していない関連会社（株式会社キララダイニングサービス）は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）からみて、持分法の対象から除い

ても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項

①連結の範囲の変更

　該当事項はありません。

②持分法の適用の範囲の変更

　該当事項はありません。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

 　　 連結子会社のうち、株式会社オーエムツーミートの決算日は１月31日です。また、株式会

社焼肉の牛太及び株式会社オーエムツーダイニングの決算日はそれぞれ12月31日と11月30日

です。ただし、決算日以降から連結決算日１月31日までの期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。
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(5) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定しております。）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産　　　　　　　　　主として 終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産・投資不動産　　定率法

　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、1998年４月１日以降に取得の建物（建物附属

設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得の建物附

属設備及び構築物については定額法を採用しており

ます。

主な耐用年数は、次の通りであります。

建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　２～15年

ロ．無形固定資産　　　　　　　　定額法

　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、自社利用のソフトウェアについては社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

ハ．長期前払費用　　　　　　　　定額法

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に

対応する実際支給見込額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　当社及び一部の連結子会社は役員の退任に伴う退職慰

労金の支給に備えるため、内規に基づく必要額を計上

しております。

ニ．店舗閉鎖損失引当金　　　　　店舗の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、今後発

生すると見込まれる損失について、合理的に見積もら

れる金額を計上しております。
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④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る会計処理の　　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた

　　方法　　　　　　　　　　　　め、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職

給付債務から年金資産を控除した額を計上しておりま

す。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。過去勤務費用

については、その発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により費

用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用につ

いては、税効果を調整の上、純資産の部におけるその

他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計

上しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　税抜方式によっております。

(6) のれんの償却に関する事項

  のれんは５年間で均等償却しております。

(7) 未適用の会計基準等

　・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月

16日改正 企業会計基準委員会）

　・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 2018

年２月16日 終改正 企業会計基準委員会）

①概要

　「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等は、日本公認会計士協会における税効果会計

に関する実務指針を企業会計基準委員会に移管するに際して、基本的にその内容を踏襲した

上で、必要と考えられる以下の見直しが行われたものであります。

（会計処理の見直しを行った主な取扱い）

　・個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱い

　・（分類１）に該当する企業における繰延税金資産の回収可能性に関する取扱い
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②適用予定日

　2020年１月期の期首から適用します。

③当該会計基準等の適用による影響

　「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等の適用による連結計算書類に与える影響額に

ついては、現時点で評価中であります。

　・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2018年３月30日 企業会計基準委

員会）

　・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2018年３月

30日 企業会計基準委員会）

①概要

　国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識

に関する包括的な会計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」

（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は

2018年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は2017年12月15日より後に開始する事

業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する包括

的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。企業会計基準委員会の

収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合性を

図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取

り入れることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われ

てきた実務等に配慮すべき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な

取扱いを追加することとされております。

②適用予定日

　2023年１月期の期首から適用します。

③当該会計基準等の適用による影響

　「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結計算書類に与える影響額については、

現時点で評価中であります。
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２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 21,020千円

土地 154,500千円

計 175,520千円

　上記担保提供資産に対応する債務はありません。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,420,835千円

(3) 圧縮記帳額

　国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は、

次の通りであります。

建物及び構築物 4,147千円

機械装置及び運搬具 1,145千円

その他 3,755千円

計 9,048千円
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３．連結損益計算書に関する注記

　減損損失

場所 用途 種類 減損損失計上額（千円）

東京都　　６件 店舗 建物附属設備 22,359

埼玉県　　３件 店舗 建物附属設備 18,369

神奈川県　２件 店舗 建物附属設備 15,028

その他　　18件 店舗 建物、建物附属設備、その他 32,905

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す 小単位として、店舗等につい

ては、継続して収支を計上している単位で、賃貸不動産及び遊休資産については、

物件単位毎にグルーピングを行っております。

　当社グループは、店舗等については営業活動から生ずる損益が継続してマイナス

である資産グループ及び退店の意思決定をした店舗等の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、減損損失88,662千円を計上しました。

　その内訳は、次の通りであります。

建物 1,525千円

建物附属設備 86,459千円

その他 677千円

　計 88,662千円

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は見積評

価額によっております。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 7,335千株 －千株 －千株 7,335千株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 584千株 －千株 －千株 584千株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

2018年４月26日開催の第59期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 162,028千円

・１株当たり配当金額 24円

・基準日 2018年１月31日

・効力発生日 2018年４月27日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

2019年４月25日開催の第60期定時株主総会において次の通り付議いたします。

・配当金の総額 162,028千円

・１株当たり配当金額 24円

・基準日 2019年１月31日

・効力発生日 2019年４月26日

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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５．金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用を行うこととしており

ます。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金、テナント未収入金、未収入金は、取引先の信用

リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引先ごとの与信管理を徹底し、

回収期日や残高を定期的に管理することで、財務状況の悪化による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。

　投資有価証券は、主に持分法適用会社の株式及び業務上に関係を有する企業等の株式

であり、上場株式は市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行

体の財務状況等を分析・把握することで回収可能性の確保や減損懸念の軽減を図ってお

ります。

　長期貸付金は、取引先企業等に対する貸付金を有しており、貸付先の信用リスクに晒

されております。当該リスクに対しては、貸付先企業から、財務内容等を定期的にモニ

タリングする体制としております。

　敷金及び保証金は、主に店舗の賃借に伴う敷金及び保証金であります。これらは、差

し入れ先の信用リスクに晒されておりますが、賃貸借契約に際し差し入れ先の信用状況

を把握するとともに、定期的にモニタリングを行い、信用度を個別に管理しております。

　営業債務である買掛金、未払金は、ほぼ１ヶ月以内の支払期日であります。
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(2)金融商品の時価等に関する事項

　2019年1月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の通り

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません

（（注２）参照）。

連結貸借対照表計上額(千円) 時 価 ( 千 円 ) 差 額 ( 千 円 )

① 現 金 及 び 預 金 7,672,750 7,672,750 －

② 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 339,911

貸 倒 引 当 金 （ * １ ） △1,367

338,544 338,544 －

③ 未 収 入 金 203,979

貸 倒 引 当 金 （ * １ ） △64

203,915 203,915 －

④ テ ナ ン ト 未 収 入 金 1,323,544

貸 倒 引 当 金 （ * １ ） △744

1,322,800 1,322,800 －

⑤ 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 129,345 129,345 －

⑥ 長 期 貸 付 金 （ * ２ ） 79,402 79,402 －

⑦ 敷金及び保証金（ *３） 1,093,275 1,092,898 △377

資 産 計 10,840,035 10,839,657 △377

① 買 掛 金 1,659,870 1,659,870 －

② 未 払 金 321,248 321,248 －

③ 未 払 法 人 税 等 229,683 229,683 －

負 債 計 2,210,802 2,210,802 －

（*１）受取手形及び売掛金、未収入金、テナント未収入金については対応する貸倒引当金を控

除しております。

（*２）長期貸付金には、１年内回収予定の長期貸付金を含めております。

（*３）敷金及び保証金には、１年内回収予定の敷金及び保証金を含めております。
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　（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

①　現金及び預金、②　受取手形及び売掛金、③　未収入金、④　テナント未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

⑤　投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑥　長期貸付金

　主に、期末日における元本に返済期日までの受取利息を加え、期末日において適用

される貸付金利により割り引いた現在価値によっております。

⑦　敷金及び保証金

　これらの時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に

基づく利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負債

①　買掛金、②　未払金、③　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

　（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表価額（千円）

投資有価証券（*１）

①　関連会社株式

関連会社株式 1,817,033

②　その他有価証券

非上場株式 1,000

敷金及び保証金（*２） 7,871

　（*１）関連会社株式及び非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、「資産⑤　投資有価証券」には含めておりません。

　（*２）敷金及び保証金のうち、償還予定が合理的に見積もれず、時価を把握することが極めて

困難と認められるものについては、「資産⑦　敷金及び保証金」には含めておりません。
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（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額        （単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超

現金及び預金 7,672,750 － －

受取手形及び売掛金 339,911 － －

未収入金 203,979 － －

テナント未収入金 1,323,544 － －

長期貸付金 12,371 42,768 24,263

敷金及び保証金 72,063 467,186 219,581

合計 9,624,620 509,954 243,845

　敷金及び保証金は、満期償還予定額が見込めないものの記載を省略しております。

６．賃貸等不動産に関する注記

(1)賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、兵庫県その他の地域において、ＦＣ店舗等に対して店舗

設備等を賃貸しております。また、所有する土地の一部に遊休資産があります。

　当連結会計年度における賃貸等不動産に関する損益は、13,458千円であります。なお、

店舗設備等には、付随する不動産以外の資産（機械装置、工具器具備品等）が含まれてお

り、これらを区分した損益の算定が困難であるため、不動産以外の資産に係る損益も含ま

れております。

(2)賃貸等不動産の時価に関する事項

用途

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

（千円）当連結会計年度期首残高
（千円）

当連結会計年度増減額
（千円）

当連結会計年度末残高
（千円）

賃貸 55,746 △23,428 32,317 32,317

遊休 25,836 △4,561 21,274 25,562

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、増加額はなく、主な減少額はＦＣ店舗の設備の除却

7,640千円、土地の売却4,561千円、減価償却費13,654千円であります。

３．当連結会計年度末の時価は、土地については固定資産税評価額をもとに算定した公

示価格相当額により評価したものであり、建物については帳簿価額をもって時価と

みなしております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,896円40銭

(2) １株当たり当期純利益 116円99銭

－ 28 －
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８．重要な後発事象に関する注記

    該当事項はありません。

９．資産除去債務に関する注記

　　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　　　イ．当該資産除去債務の概要

　主に食肉等の小売業及び外食業の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であり

ます。

　　　ロ．当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から５年～15年と見積もり、割引率は0％～2.0％を使用して

資産除去債務の金額を計算しております。

　　　ハ．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 271,563千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 43,530千円

時の経過による調整額 1,827千円

資産除去債務の履行による減少額 △30,084千円

期末残高 286,836千円

10．その他の注記

該当事項はありません。

－ 29 －
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貸　借　対　照　表
（2019年１月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

そ の 他

減 損 損 失 累 計 額

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

敷 金 及 び 保 証 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他

3,725,545

3,549,438

144

142

2,033

110,000

4,042

58,407

1,336

4,646,008

61,972

58,051

47,772

5,068

△48,919

4,110

4,579,925

123,862

4,437,346

14,440

1,361

2,914

流 動 負 債 62,207

未 払 金 3,829

未 払 費 用 4,463

未 払 法 人 税 等 42,216

預 り 金 817

賞 与 引 当 金 1,598

そ の 他 9,282

固 定 負 債 49,382

繰 延 税 金 負 債 8,899

役員退職慰労引当金 36,112

資 産 除 去 債 務 4,370

負 債 合 計 111,589

純 資 産 の 部

株 主 資 本 8,186,981

資 本 金 466,700

資 本 剰 余 金 1,529,877

資 本 準 備 金 1,529,877

利 益 剰 余 金 6,767,101

利 益 準 備 金 41,476

その他利益剰余金 6,725,625

配当平均積立金 200,000

別 途 積 立 金 3,370,343

繰越利益剰余金 3,155,282

自 己 株 式 △576,698

評価・換算差額等 72,982

その他有価証券評価差額金 72,982

純 資 産 合 計 8,259,963

資 産 合 計 8,371,553 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,371,553

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。

－ 30 －
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損　益　計　算　書

（ 2018年２月１日から
2019年１月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 812,860

売 上 原 価 4,730

売 上 総 利 益 808,129

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 253,109

営 業 利 益 555,020

営 業 外 収 益

受 取 利 息 761

受 取 配 当 金 1,400

家 賃 収 入 5,588

受 取 手 数 料 942

そ の 他 4,383 13,075

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6

そ の 他 485 492

経 常 利 益 567,603

特 別 利 益

有 形 固 定 資 産 売 却 益 3,598 3,598

特 別 損 失

有 形 固 定 資 産 除 却 損 1,270 1,270

税 引 前 当 期 純 利 益 569,931

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 109,349

法 人 税 等 調 整 額 92 109,441

当 期 純 利 益 460,489

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。

－ 31 －
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株主資本等変動計算書

（ 2018年２月１日から
2019年１月31日まで ）

（単位：千円）

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

資本金

資本剰余金 利　　益　　剰　　余　　金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計

配 当
平 均
積立金

別 途
積 立 金

繰 越
利 益
剰 余 金

2018年２月１日期首残高 466,700 1,529,877 1,529,877 41,476 200,000 3,370,343 2,856,820 6,468,640 △576,698 7,888,519

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △162,028 △162,028 △162,028

当期純利益 460,489 460,489 460,489

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 298,461 298,461 － 298,461

2019年１月31日期末残高 466,700 1,529,877 1,529,877 41,476 200,000 3,370,343 3,155,282 6,767,101 △576,698 8,186,981

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他 有 価 証
券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2018年２月１日期首残高 78,426 78,426 7,966,945

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △162,028

当期純利益 460,489

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額）

△5,443 △5,443 △5,443

事業年度中の変動額合計 △5,443 △5,443 293,017

2019年１月31日期末残高 72,982 72,982 8,259,963

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。

－ 32 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　　　　移動平均法による原価法

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し売却原価

は移動平均法により算定しております。）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法

　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、1998年４月１日以降に取得の建物（建物附属

設備を除く。）並びに2016年4月1日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については定額法を採用してお

ります。

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法

　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、自社利用のソフトウェアについては社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

③　長期前払費用　　　　　　　　　定額法

(3) 引当金の計上基準

①　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に対応

する支給見込額を計上しております。

②　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。過去勤務

費用については、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に

より費用処理しております。

－ 33 －
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③　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退任に伴う退職慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく必要額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連

結計算書類における会計処理の方法と異なっております。

(5) 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 186,584千円

(2) 関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 168,157千円

短期金銭債務 148千円

(3) 保証債務

    子会社の株式会社焼肉の牛太と株式会社オーエムツーダイニングの一部の店舗において、

賃貸借契約に対する連帯保証をしております。

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引

売上高 807,037千円

仕入高 4,337千円

販売費及び一般管理費 765千円

営業取引以外の取引

営業外収益 2,718千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 584千株 －千株 －千株 584千株

－ 34 －
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６．税効果会計に関する注記

（単位：千円）

繰延税金資産

賞与引当金 488

役員退職慰労引当金 11,050

減損損失 6,890

子会社株式評価損 1,530

未払事業税 3,476

その他 4,349

繰延税金資産の合計 27,786

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △32,179

その他 △463

繰延税金負債の合計 △32,643

繰延税金資産(負債)の純額 △4,857

７．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社

種類 会社等の名称

資本金
または
出資金
(千円)

事業の内容
議決権等
の所有割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
㈱オーエムツ
ーミート

13,000 食肉等の小売業 100.0
役員の
兼任4名

経 営 指
導・管理
業務の受
託

業務受託収入 571,445 未収入金 51,413

子会社
㈱オーエムツ
ーダイニング

10,000 外食業 100.0
役員の兼
任2名

資金の
貸付他

資金の貸付 230,000 関係会社
短期貸付
金

110,000
貸付金の回収 120,000

（注）１．上記取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含ん

でおります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

（１）業務受託収入は、業務受託の内容、第三者に委託した場合の市場価格等を基

に、合理的に決定しております。

（２）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しておりま

す。

８．１株当たり情報に関する注記

(１) １株当たり純資産額 1,223円48銭

(２) １株当たり当期純利益 68円21銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

10．その他の注記

該当事項はありません。

－ 35 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年３月25日
株式会社オーエムツーネットワーク

取締役会　御中
　　　　　 有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
　　　 公認会計士 浅井　愁星　　

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
　　　 公認会計士 溝　　静太　　

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社オーエムツーネットワー

クの2018年２月１日から2019年１月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を

行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関

連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検

討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社オーエムツーネットワーク及び連結子会社からなる企業集

団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年３月25日

株式会社オーエムツーネットワーク
取締役会　御中
　　　　　 有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
　　　 公認会計士 浅井　愁星　　

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
　　　 公認会計士 溝　　静太　　

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社オーエムツーネッ

トワークの2018年２月１日から2019年１月31日までの第60期事業年度の計算書類、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書

について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得

るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計

算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年２月１日から2019年１月31日までの第60期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下の通り報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の
実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制シ
ステム)について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い
たしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討いたしま
した。

－ 38 －

監査役会の監査報告



2019/03/28 11:25:53 / 18477956_株式会社オーエムツーネットワーク_招集通知

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

2019年３月28日

 　　　株式会社オーエムツーネットワーク　監査役会

常勤監査役 堀 　 友 幸 

社外監査役 森　本　宏一郎 

監 査 役 安 岡 信 幸 

社外監査役 富 沢 　 進 

以上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下の通りといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　第60期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘

案いたしまして次の通りといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金24円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は162,028,344円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

2019年４月26日といたしたいと存じます。

－ 40 －
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第２号議案　監査役１名選任の件

　監査役森本宏一郎氏が、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

新たに監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次の通りであります。
ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名

（生年月日）

略歴、当社における地位

（重要な兼職の状況）

所有する当

社の株式数

もり

森
もと

本
こう

宏
いち

一
ろう

郎

(1943年12月27日生）

1971年４月　第二東京弁護士会弁護士登録

1977年４月　東銀座綜合法律事務所設立（現任）

1998年６月　当社社外監査役（現任）

2,000株

（注） １．監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．森本宏一郎氏は、社外監査役候補者であります。

３．森本宏一郎氏を社外監査役候補者とした理由は、弁護士としての高度

な専門的知識を当社の監査に反映していただくことを期待したため

であります。

なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社経営に関

与したことがありませんが、上記の理由により社外監査役として、そ

の職務を適切に遂行していただけると判断しております。

４．森本宏一郎氏は、現在当社の社外監査役でありますが、監査役として

の在任期間は本総会終結の時をもって20年10ヶ月になります。

５．当社は、森本宏一郎氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める限度額

としており、森本宏一郎氏の再任が承認された場合には、当該契約を

継続する予定であります。

６．当社は、森本宏一郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て届け出ております。

－ 41 －
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第３号議案　補欠監査役２名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役２名

の選任をお願いするものであります。

なお、候補者鹿目達也氏は社外監査役の補欠として、候補者寺戸敏昭氏は

社外監査役以外の監査役の補欠として選任をお願いするものであります。

なお、この補欠監査役の選任が効力を有する期間は、次期定時株主総会の

開始の時まででありますが、監査役就任前に限り、監査役会の同意を得て、

取締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただ

きます。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠の監査役候補者は、次の通りであります。

候補者

番号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名

（生年月日）

略歴、当社における地位

（重要な兼職の状況）

所有する当

社の株式数

１
かの

鹿
め

目
たつ

達
や

也

(1983年１月15日生）

2006年10月　ビーエー東京監査法人（現・

ＵＨＹ東京監査法人）入所

2010年８月　公認会計士登録

2016年１月　税理士登録

－株

２
てら

寺
ど

戸
とし

敏
あき

昭

(1956年１月３日生）

1975年９月　有限会社大久保養鶏場入社

2002年10月　株式会社オーエムツー西日

（現・株式会社オーエムツー

ミート）取締役事業部長

2004年４月　株式会社オーエムツーミート

西日本営業本部事業部長

2010年８月　同社人材開発部兼内部監査室

リーダー（現任）

－株

（注） １． 各補欠の監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はあり

ません。

２． 鹿目達也氏は補欠の社外監査役候補者であります。

３． 鹿目達也氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、公認会計

士・税理士として専門的な知識、経験等を当社の経営に活かして

いただけると判断したためであります。また、同氏は、会社の経

営に直接関与した経験はありませんが、上記理由により社外監査

役として、その職務を適切に遂行していただけると判断しており

ます。

４． 鹿目達也氏及び寺戸敏昭氏が監査役に就任した場合には、会社法

第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく

損害賠償責任の限度額は、法令が定める限度内で締結する予定で

あります。

以　　上
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第60期定時株主総会会場ご案内略図

ところ　　東京都港区芝公園１丁目５番10号

芝パークホテル別館　２階　ローズの間

でんわ　　03－3433－4141（代表）

当日の受付時間は､午前９時からとなっております｡

○開始時刻（午前10時）直前は受付の混雑が予想されますので、お早めに

ご来場ください。

○お土産を用意しておりますが、ご持参の議決権行使書用紙の枚数にかか

わらず、ご出席の株主お一人様に対し１個とさせていただきますのでご

了承ください。

○駐車場はご用意しておりませんので、公共交通機関をご利用ください。

竹芝さんばし

新幹線

京浜東北・山手線 至新橋至
品
川

JR浜松町駅
モノレール浜松町駅

至羽田空港

世界貿易センタービル

交番

至品川 至銀座第一京浜

日赤本社

芝信用金庫

至新橋
昭和電工

至
銀
座
・
羽
田
空
港

地下鉄
大門駅

愛宕警察署

パナソニック

 日比谷通り
地下鉄
御成門駅

至日比谷

東京タワー

増上寺

高
速
道
路

芝
公
園
ラ
ン
プ

至
渋
谷
・
新
宿

至
神
谷
町

至
赤
羽
橋

至三田
　品川

芝パーク
ホテル

港区役所

大門

芝パークホテル別館

交　通：都営三田線「御成門駅」（Ａ２出口）より徒歩３分

都営浅草線・大江戸線「大門駅」（Ａ６出口）より徒歩５分

ＪＲ・モノレール「浜松町駅」（北口）より徒歩10分

地図




